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文間関係認識に基づく賛成・反対意見の俯瞰

水 野 淳 太†1 渡邉 陽太郎†2 エリック ニコルズ†2

村 上 浩 司†3 乾 健 太 郎†2 松 本 裕 治†1

情報検索技術の発展により，あるトピックに関連する多様な情報を容易に入手でき
るようになった．しかしながら，これらの文書に記述されている情報には，不正確な
記述，偏りのある意見などが多数混在している．そのため，個々の情報や意見の信憑
性を判断するためには，多様な情報源からの意見との整合性を調べる必要がある．し
かし，限られた時間で数多くの情報源を調べることは難しいため，ユーザが持ってい
る先入観が正常な判断を妨げてしまう場合がある．我々は，そのような状態を避ける
ために，言論マップ生成課題に取り組んでいる．これは，検索された文について，ま
ず，トピックに対する賛成意見であるのか，それとも反対意見であるのかを分類し，
次に，賛成および反対する根拠を含むかどうかを認識し，それらを俯瞰的に示すとい
うものである．本課題において最も重要な問題は，1 組の文対が与えられたときに，
その間の意味的関係を分類する文間関係認識である．これは近年さかんに研究されて
いる含意関係認識と重なる部分が多い．しかしながら，ウェブ上の実文に対して既存
の含意関係認識を適用しても，その分類性能は限定的であるという報告がある．そこ
で，我々は，評価用データセットとその分析に基づく文間関係認識モデルを構築した．
本論文では，検索された文において，クエリの内容に対応する部分を正しく同定する
ことが，最も重要な技術的課題であること，また，いくつかの制約を変化させること
で，関係分類の精度と再現率を制御できることを示す．
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Internet users are presented with a wealth of information on a variety of
topics, but finding reliable opinions is a challenge that demands increasingly
more of their time, knowledge and patience. In this paper, we present a system
that helps users make sense of the the opinions on the Web through automatic

viewpoint detection. Our system organizes opinions into supporting and op-
posing viewpoints and detects meta-information such as evidence that is useful
for evaluating the reliability of each viewpoint. The most important problem
in viewpoint detection is recognizing semantic relations between user queries
and Web texts, which is similar in nature to entailment recognition, a task
extensively researched in recent years. However, the performance of current
approaches on Web texts is limited. We, therefore, develop a semantic rela-
tion recognition system targeting Web texts by constructing and conducting
detailed analysis of an evaluation dataset. In this paper, we show that the
most important technical issue for semantic relation recognition targeting Web
texts is correctly detecting the region in retrieved Web texts that correspond to
the content of the user query, and we demonstrate that it is possible to control
the precision and recall of semantic relation classification by changing various
restrictions.

1. は じ め に

情報爆発時代を迎えた今日，ウェブ上には大量のテキスト情報が存在し，そこでは様々な

トピックに関して多様な意見が述べられている．情報検索技術の発展により，あるトピック

に関連する文書集合を容易に入手できるようになった．しかしながら，これらの文書に記述

されている情報は，そのすべてが真実というわけではなく，不正確な記述，偏りのある意見

などが多数混在している．そのため，個々の情報や意見の信憑性を判断するためには，多様

な情報源からの意見との整合性を調べる必要がある．しかし，限られた時間で数多くの情報

源を調べることは難しいため，ユーザが持っている先入観が正常な判断を妨げてしまう場合

がある．それを確証バイアスが高い状態であるという．

我々は，そのような確証バイアスを軽減するために，言論マップ生成課題17) に取り組ん

でいる．これは，ユーザが与える言明に対して，それに関連する文をウェブ上から収集し，

その言明に賛成する意見や，反対する意見を抽出し，俯瞰的に示すものである．反対意見も

同時に見せることが確証バイアスの軽減に有効であることは心理学的にも明らかになってい

る5),11)．
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そのような俯瞰表示を行うためには，1組の文対について，一方が他方に対してどのよう

な意見であるかを認識する技術が必要である．2文間の意味的関係を分類する課題を文間関

係認識と呼ぶ．文間関係認識は近年さかんに研究されている含意関係認識6) と重なる部分

が多く，含意関係は賛成意見に，矛盾関係は反対意見に含まれる．したがって，含意関係認

識に取り組むことで文間関係認識，ひいては言論マップ生成課題の実現可能性を探ることが

できると考えられる．しかしながら，日本語での含意関係認識に相当する課題は，NTCIR

の評価型ワークショップ RITE �1が初めてであり，依然としてデータセットを構築している

段階にある．

そこで，本研究では，まず，人手で収集したいくつかのクエリについて関連文（検索対象

文）をウェブ上から獲得，関係ラベルなど必要な情報を付与することで評価データセット

を構築した．次に，その間の意味的関係を分類する文間関係認識課題を設計し，それを解

くためのモデルを構築した．現時点で，図 1 に示すように，オープンドメインな任意のク

エリに対して，言論マップを構築することが可能となっている．この例では，「うがいは風

邪予防に効果的だ」というクエリに対して，ウェブ上の賛成意見や反対意見などを分類し，

俯瞰的に提示している．それらの根拠となる情報はハイライトし，各関係の下に配置する．

また，本論文では言及しないが，条件付き賛成意見と条件付き反対意見をまとめた一部反対

意見への分類にも取り組んでいる18)．

情報信憑性判断の支援に対するこうしたアプローチを進めるためには，3つの研究フェー

ズがあると考えている．第 1に，図 1 に示すような賛成意見，反対意見への分類，および

それらの根拠を抽出する技術を開発する．第 2に，分類した意見をさらにクラスタリングす

ることによる論点の整理，情報発信者の特定などによって，より高次の組織化を行う．第 3

に，実際の心理学的実験により，開発した技術が情報信憑性判断の支援に貢献することを確

かめる．

本論文では，第 1のフェーズについて論じる．具体的には，文間関係認識において，2文

間で類似・関連する単語の意味的な対応も正しくとることで，多くの問題は簡単な関係分類

手法で正しく分類が可能であることを示す．また，アライメントにおけるいくつかの制約を

変化させることで，関係分類の精度と再現率を制御できることを示す．

以下，2章では関連研究について述べ，3章で言論マップ生成課題の設計と言論マップ生

成システムについて述べる．4章で約 1,500文対からなる評価データセットに対して本シス

�1 http://artigas.lti.cs.cmu.edu/rite/Main Page

図 1 言論マップ生成例
Fig. 1 A screenshot of the Statement Map system.

テムを適用することで技術的課題を明らかにし，5章で今後の課題について述べる．

2. 関 連 研 究

ユーザによる情報の信頼性判断についての関連研究として，WISDOM 1) と Dispute

Finder 8) があげられる．WISDOM では，情報発信者の同定と評価極性（良いと評価す

るか，悪いと評価するか）の判定に基づいて意見を分類する．評価極性による意見の分類は，

WISDOMに限らず，すでに多数の研究があるが19)，言論マップにおける意見の分類は，ク

エリと検索対象文との間の意味的関係の分類であるという点で異なる．たとえば，「南極の

氷は減っている」というクエリに対して，「南極の氷はトータルでは増えます」という対立

意見は，評価極性ではとらえられない．

Dispute Finderではまず，多数のユーザが集合知的な仕組みを使い，世の中で論争になっ

ている言明を集め，それらの言明を肯定するページや否定するページの情報とともにデータ
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ベースに登録する．次に，ユーザが閲覧中の文章にデータベース中の言明が含まれているか

どうかを判定し，含まれていたらユーザに警告し，肯定ページ・否定ページの情報を提示す

る．ただし，そのようなページは人手で収集することを仮定しており，そのカバレッジには

自ずと限界がある．我々は，クエリに関連する文集合をウェブ上から獲得し，自動的に分類

することで，オープンドメインな任意のクエリに対応することができる．

複数文書中の文間の関係解析には，CST（Cross-Document Structure Theory）21) があ

る．RST（Rhetorical Structure Theory）26) に基づく談話構造解析が単一文書内の構造を

解析するのに対し，CSTはこれを文書横断構造解析に拡張するものであり，18種類の意味

的関係が定義された．CSTでは，Zhangらが比較する 2文からのみ素性を抽出して素性空

間に表現し，主要な関係を 1つの分類器により分類を行った27)．また，正解ラベルが付与さ

れたデータが少ないためラベルなしデータも用いた Boostingを利用した手法を提案した28)

がどちらにおいても精度は高くなく，類義語や反義語などの語彙知識の適用，素性の洗練，

各意味的関係認識のための個別処理の検討など，多くの課題を残した．このことから，複数

の意味的関係クラスへの分類手法そのものの確立も重要な課題となる．複数文書要約では，

反対意見に着目した研究も報告されている12)．そのような要約を実現するためには，反対

意見の分類が重要であり，評価極性に基づく手法が提案されている20)．彼らの目的は矛盾

のない要約文の生成であるが，我々はウェブ上の様々な意見を俯瞰的に提示することが目的

である．また，我々は評価極性では計ることのできない事実的な内容にも着目している．

前述のとおり，文間関係認識は含意関係認識と重なる部分が多い．含意関係は賛成意見

に，矛盾関係は反対意見に含まれる．含意関係認識は多様な文を対象とした総合的な課題

であり，多数の論文がすでに発表されているが，いまだ十分な分類性能は得られていない．

実際に，ウェブ上の実文に適用したところ，特に矛盾関係はほとんど認識できなかったとい

う報告もある7)．したがって，まずは問題を丁寧に切り分け，その技術的課題を分析するこ

とが重要である．

さらに，含意関係認識では，一方の文において他方の文の内容が対応する部分にのみ着目

しており，一方の文にのみ含まれる付加的な情報には着目されていない．我々は，付加的な

情報の中でも一方の文の内容が成立するための根拠となる情報に着目し，根拠関係というこ

れまでの含意関係認識にはない新しい関係に拡張している．根拠関係は，典型的な賛成意

見や反対意見には含まれていない有用な情報をユーザに提供するため，この関係を認識し，

提示することは重要である．

根拠関係認識はWHY型質問応答と重なる部分が多い．Higashinakaら10) は，回答文候

補に対して，(1)理由を示唆する表現を含む，(2)質問文と内容的に類似している，(3)質問

文との間に何らかの因果関係がある，という 3つの尺度を適用することで回答を選択した．

Verberneら24) は RSTコーパスに含まれる内容に対するWHY質問を構築し，RSTの談

話構造によって 58%の質問に答えられることを示した．そのアプローチは，“satellite”が

因果関係に相当し，それが “nucleus”を修飾することを利用し，質問と類似する “nucleus”

に対する “satellite”を回答として出力する．我々の根拠認識アプローチはこれらの手法と

類似しているが，クエリと “nucleus”に相当する部分との対応付けに対して，後述するアラ

イメントを用いてより厳密に対応をとる点が異なる．

3. 言論マップ

3.1 言論マップ生成課題

まず，言論マップ生成課題について，いくつかの定義をする．

第 1に，意味的関係はクエリと検索対象文から得られる情報だけで決定し，検索対象文の

前後の文などは参照しないという制限を設ける．他の文を参照すると，照応解析や共参照解

析などが必要となり，問題が複雑化してしまうためである．

次に，分類の対象とする関係の粒度について，含意関係認識はその目的から 〈含意〉〈矛盾〉
〈不明〉の 3つの関係に分類するが，言論マップ生成課題では 〈同意〉〈同意根拠〉〈対立〉〈対立
根拠〉〈その他〉の 5つの関係に分類する．それぞれの関係の定義は「言明間意味的関係コー

パス作成のための意味的関係仕様書31)」に基づく．

以上の条件の下で，入力されたクエリに関連する文を検索し，得られた文集合を前述の 5

つの関係に分類するのが言論マップ生成課題である．本論文の目的は，この問題に対する

我々のアプローチを報告し，そこから明らかになった技術的課題を論じることである．その

ため，以下の 3つの方針を前提とする．

( 1 ) 述語項構造解析やモダリティ解析といった深い意味解析を行う．これらの解析精度は

まだ十分とはいえないが，最新の研究成果を用いる．

( 2 ) 単語間の意味的関係を判断するうえで，大規模な語彙知識は必要不可欠である．した

がって，既存の利用可能な語彙知識を積極的に利用する．

( 3 ) この課題にはどのような問題が含まれているのかを分析することが重要であるため，

安易に機械学習に頼るのではなく，制約を段階的に緩和する手法を用いて分析を容易

にする．それにより，問題の性質を明らかにする．

以下の節では，どのようにして本課題を実現するか，具体的な手法について述べる．
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図 2 言論マップ生成システム
Fig. 2 The architecture of the Statement Map system.

3.2 言論マップ生成システム

言論マップの生成過程を図 2 に示す．入力には，自然文クエリを想定している．入力さ

れたクエリに対してパッセージ検索を行い，大量の検索対象文を獲得する．クエリと検索対

象文は，それぞれ含意関係認識の仮説（hypothesis）とテキスト（text）に対応する．最後

に，クエリと各検索対象文の間の意味的関係を分類し，俯瞰表示を行うことで，図 1 のよ

うな言論マップを得ることができる．パッセージ検索は既存のウェブ検索エンジンを用いる

ことで比較的容易に構築することができる．したがって，本研究において重要なのは，2文

間の意味的関係分類をどのように行うかという点である．

2文間の意味的関係を同定する課題として代表的な課題は含意関係認識である．文間関係

認識は含意関係認識よりも多様な意味的関係を取り扱うが，基本的なアプローチには共通す

る部分が多い．そのアプローチは，変形に基づく方法とアライメントに基づく方法に大きく

分けられる16)．変形に基づく方法は，受動態と能動態の変換や上位語と下位語の入れ替え

などの変形を行い，一方の文が他方の文に変形可能である場合に 〈含意〉，それ以外の場合
は 〈その他〉に分類する．この方法は文対が含意関係にあるかどうかを判断することが中心
であるため，多様な関係に分類するには不向きである．そこで，本研究ではアライメントに

基づく方法を採用する．この方法は，1) 2文それぞれを言語解析し，2)文間で類似・関連

する単語に対応付け（単語アライメント），3) 1)，2)の情報を利用して関係分類を行う．

含意関係認識では，仮説，テキストのいずれもある程度の長さの文である2)．そのため，

述語項構造解析だけでなく，共参照解析や照応解析といった高度な言語処理技術が要求さ

れ，問題が発散する傾向にある．

そこで，本研究では 2つの条件を設けることで問題を限定し，最も注力すべき課題を明ら

かにしていく．1つめの条件として，クエリを単文，すなわち，1つの述語といくつかの項

からなる文に限定する．2つめは，検索対象文はクエリ中の名詞（事象を示す名詞を除く）

を必ず含み，かつ比較的長い文であるという条件である．たとえば，「キシリトールは虫歯

予防に効果がある」というクエリに対して，「キシリトール」，「虫歯」は検索対象文に含ま

れていなければならない．「効果」は名詞だが，「ある」が機能動詞であることから，「効果

が ある」で事象を示すと考え，「予防」は事象性名詞であるため，検索対象文に必ずしも含

まれなくてよい．一方で，クエリ中の述語については条件を設けない．それにより，検索対

象文はクエリとの関連性が高く，かつ多様な述語が含まれる．

また，先行研究では，名詞のアライメントと，述語のアライメントは同じレベルの問題と

して取り扱われている15)．しかし，名詞のアライメントは，その問題の大部分が，該当す

る 2単語間の関係が語彙知識中に存在するかどうかである．それに対して，述語は語彙知識

だけでなく，一方が複文節からなる対応（例：効果が ある – 効果的だ）や，名詞に述語の

内容が含意される（例：牛乳は 健康に 良い – 牛乳は 健康食品だ——前者の「良い」は後

者の「健康食品」に含意される）など，対応の仕方が多様である点が異なる．したがって，

名詞のアライメントと述語のアライメントは分けて考えるべき課題であり，本研究では述語

のアライメントに注力する．

以下では，まず各要素技術について図 3 を例に，簡潔に述べる．次に，最も重要なクエ

リ対応部分の同定と関係分類について詳述する．

パッセージ検索 ウェブ検索エンジンの TSUBAKI 23) を用いてクエリに関連した文集合を

獲得する．獲得された文には，タイトル文や単語の羅列といった文として不自然なもの

も含まれているため，文字数や文末の品詞といった条件によって，それらを除外する．

獲得方法の詳細は（4.1 節）で述べる．図 3 では，Qに対して関連文である T を抽出

することである．

言語解析 クエリと検索対象文に対して，形態素解析14)，係り受け解析13)，述語項構造解

析25)，拡張モダリティ解析37)，評価極性判定を行う．

評価極性判定は，名詞については日本語評価極性辞書（名詞編）34) を，述語については

日本語評価極性辞書（体言編）29)を用いて行う．述語については辞書を引くだけでなく，

その述語が存在または非存在を示唆する場合は，そのガ格の項の名詞が持つ評価極性に
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図 3 関係分類の実例
Fig. 3 An example of semantic relation classification.

よって述語の評価極性を決定する．たとえば，「（Positive）ガある」や「（Positive）ガ

多い」といった場合，その述語にも名詞と同じ評価極性（Positive）を付与する．逆に，

「（Positive）ガない」といったように，述語が評価極性を反転させる作用を持つ場合，

述語の評価極性は Negativeとなる．また，述語が否定を示す場合もその評価極性が反

転することから，拡張モダリティ情報の真偽判断もあわせて考慮する．さらに，「～ニ

なる」のように状態変化を示唆する述語の場合，そのニ格の項の名詞の状態に変化する

と考え，ニ格の名詞の評価極性を付与する．

図 3 に言語解析の結果を示す．依存構造は文の上側の矢印で示され，述語項構造は下

側の矢印とラベルで示される．拡張モダリティ解析は，すべての述語「予防 (Q)」「効

果的だ (Q)」「して (T )」「侵入 (T )」「する (T )」「予防 (T )」「ならない (T )」に対し

て行う（図では簡単のため，2述語の真偽判断のみ示した）．評価極性判定では，「風邪

(Q)」に Negative，「予防 (T )」に Positiveといった評価極性を付与し，状態変化を示

唆する「ならない (T )」には，そのニ格である「予防 (T )」の評価極性 Positiveと，不

成立という真偽判断情報から Negativeを付与する．

クエリ対応部分の同定 検索対象文において，クエリが内容的に対応する部分を同定する．

詳細は 3.3 節で述べる．図 3 では，Q中のすべての文節が，T に対応する．

関係分類 関係分類は 2段階の分類によって行う．詳細は 3.4 節で述べる．

( 1 ) 〈その他〉と 〈関係あり〉に分類する．〈関係あり〉は 〈同意〉〈対立〉などを含めて，
クエリと検索対象文の間に 〈その他〉以外の意味的関係が存在することを示す．こ
の分類は，検索対象文中にクエリが内容的に対応する部分があるかどうかによっ

て判断される．

( 2 ) 〈関係あり〉に分類された文対を 〈同意〉と 〈対立〉に分類する．この分類は，クエ
リ中の単語と，対応付けられた検索対象文側の単語とが反義語や否定の関係にあ

るかどうかによって判断される．

図 3 では，まず T 中で Qに対応する部分があることから，〈関係あり〉に分類される．
次に，対応する述語「効果的だ (Q)」と「ならない (T )」の評価極性が異なることから，

〈対立〉に分類される．
根拠関係認識 〈同意〉〈対立〉のいずれかに分類された文対の検索対象文中でクエリの内容に
相当する部分に対して，その根拠となる情報が修飾関係にある文対をそれぞれ 〈同意根
拠〉と 〈対立根拠〉に細分類する．詳細は 3.4.1 項で述べる．図 3 では，「ウィルスはす

ぐに体内に侵入するので」が「風邪の予防にはならない」ことの根拠であることから，

Qと T の間の意味的関係は 〈対立根拠〉に分類される．
俯瞰表示 最終的に図 1 のように関係ごとに俯瞰的に表示する．それぞれの検索対象文か

ら元ページを参照できるようにハイパーリンクを設定する．

3.3 クエリ対応部分の同定

本節では，クエリの内容が，検索対象文のどこに対応するかを同定する手法について述べ

る．後段の関係分類では，その対応部分を見ることで，2文間の意味的関係を分類する．先

行研究では，2文間で類似・関連する単語間に対応付ける単語アライメントによって，クエ

リ対応部分の同定を行っている15),22)．しかし，文の意味も考えると，類似単語であっても

対応付けを行うべきではない場合がある．それに対して，単語アライメントに加えて文構造

も素性として入力する関係分類が提案されている9)．しかし，我々はこの問題を関係分類と

は切り分けるべきであると考えている．

まず，対応付ける単位について，英語を対象とした場合は単語単位で対応付ける単語アラ

イメントが一般的だが，日本語では「形態素」か「文節」のいずれかである場合が多い．ど

ちらがより良いアライメント単位であるかは自明ではないが，本研究では文節単位で対応

付ける文節アライメントを採用する．文節単位で対応付ける場合，「効果的だ」と「効果が

ある」のように，同じ意味だが，文節数が異なる場合の対応が必要となる点が問題となる．

本研究では，1対多の文節アライメントを許すことでこの問題に対処している．形態素単位

で対応付けた場合でも，「予防」と「予め 防ぐ」のように，形態素数が異なるという，本質

的に同じ問題があり，どちらがより良いアライメント単位であるかは明らかではない．形態

素単位で対応付けた場合との差異については今後の課題とする．

次に，以下の 3つの手順によってクエリ対応部分を同定する．
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(1)文節アライメント クエリ–検索対象文間で類似・関連する単語を含む文節を対応付ける．

(2)局所構造アライメント クエリ側の 2文節間の意味的関係と，その 2文節が (1)で対応

付けられた検索対象文側の 2文節間の意味的関係を対応付ける．

(3)文節アライメント選択 (1) で対応付けられた文節アライメントのうち，(2) で対応付

けられた文節アラインメントのみを選択する．次に，クエリ中の主述語（文末の述語）

に対応する検索対象文側の述語を決定し，クエリと対応する部分を同定する．

これらの手順は，大きく 2段階に分けられる．まず文節アライメントによって，クエリと

対応する部分の候補をあげ，次に局所構造アライメントと文節アライメント選択によって候

補の中から対応部分を選択する．文節アライメントは先行研究でも用いられているが，局所

構造アライメントは本研究において新たに導入した．次項以降では，これら 3つの手順につ

いて詳しく述べる．

3.3.1 文節アライメント

まず，クエリと検索対象文の間で類似・関連する文節を対応付ける．類似・関連性の判断

には以下の 3つの類似度を利用する．これらのうち ( 1 )，( 2 )は従来の含意関係認識におい

ても用いられてきたが，( 3 )は本研究において新たに導入した．

( 1 ) 表層的な類似度

クエリ側の文節中の内容語が検索対象文中の 1 文節にすべて含まれるとき完全一致

として対応付け，すべてではなく一部であるとき部分一致として対応付ける．

( 2 ) 語彙知識に基づく類似度

表層的には類似していないが，既存の語彙知識中でエントリが存在する文節を対応付

ける．語彙知識は日本語WordNet 3)，動詞含意関係データベース38)，Wikipediaか

ら自動抽出した上位下位関係シソーラス36)，日本語異表記対データベース30),35)，事

象知識ベース32) を用いた．

語彙知識中で関連のある単語対には類義語や上位下位といった様々な関係が定義され

ている．前提関係以外のすべての関係を利用して，文節アライメントを行う．その際，

語彙知識中で直接関係のある単語対のみを利用する．つまり，3つ以上のエントリを

利用して，別の単語を介してエントリを拡張することはしない．たとえば，2つの同

義関係のエントリがあり，かつそれらのエントリに含まれる 4単語のうちの 2単語

が同一の場合，つまり A–Bと B–Cというエントリがある場合は，A–Cも同義関係

である可能性が高いが，上位下位関係などについてはこのような単純な推論は行えな

いためである．

矢印は依存構造を示す．

図 4 文節アライメントにおける文構造に基づく動的推定例
Fig. 4 An example of structural similarity based alignment estimation.

( 3 ) 文構造に基づく動的推定

実世界には大規模な語彙知識を用いてもカバーされていない単語対が存在する．特に

ドメイン固有の単語において顕著である．たとえば，「畑で農薬を使用する」と「畑

に農薬を散布する」において，「使用する」は「散布する」を含意するが，前節の語

彙知識には該当するエントリは存在しない．ここで，分類の対象となる 2文は，少な

くともトピックを共有しており，内容的な関連性が高い．したがって，2つの述語が

持つ項が 2 項以上類似している場合，それらの述語は類義語である可能性が高いと

予測される．本予測に基づき，文構造の類似度に基づいて文節アライメントを付与す

る．具体的には，2つの述語に対して，係り元の文節や項が，2文間において 2文節

または 2項以上文節アライメントされている場合，その 2つの述語に対して文節ア

ライメントを付与する．

図 4 に本手法の適用例を示す．まず，Qと T の間で「畑で (Q)」と「畑に (T )」，お

よび「農薬を (Q)」と「農薬を (T )」が，(1)で定義した表層的な類似度に基づいて

対応付けられる．次に，「使用する (Q)」と「散布する (T )」に着目すると，これら

の係り元の文節はそれぞれ「畑で (Q)」と「農薬を (Q)」，「畑に (T )」と「農薬を

(T )」である．これら 2組の文節対は，文節アライメントされているため，「使用す

る (Q)」と「散布する (T )」は文構造という観点で類似しており，文節アライメント

を付与する．

また，2つの述語が以下であげる属性レベルで同じ場合，そうでない場合に比べて文

節アライメントされやすいと考え，構造的な類似性が低い場合（1文節または 1項）

でも対応付ける．
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( a ) 存在/非存在を示唆

2つの述語がいずれも「ある」や「少ない」など，存在または非存在を示唆す

る述語である場合は，類似文節または項が 1組であっても対応付ける．どのよ

うな述語が存在/非存在を示唆するかは，人手でリスト化することによって決

定する．

( b ) 評価極性を持つ

2つの述語がいずれも評価極性を持つ述語である場合，すなわち，2つの述語

が同じ評価極性を持つ，または異なる評価極性を持つ場合は，( a )と同様に，

条件を弱める．

この中で，( 1 )の制約は最も確実だが，これだけでは多様な表現に対応することはできな

い．そこで，( 2 )の制約も用いることで，多様な表現へ対応させることができる．しかし，

( 2 )もドメインによっては成立しない語彙知識を含むため，誤った文節アライメントを含む

ことになる．また，語彙知識の多くは名詞に関するものであり，述語に関してはまだ不足し

ている．そこで，( 3 )で推定することで述語の文節アライメントのカバー率を向上させるこ

とが期待できる．しかし，( 3 )はあくまで推定手法であり，その手がかりとして重要な述語

項構造解析はまだ十分な性能ではない．したがって，誤った文節アライメントを含みやすく

なる．

図 3 では，「うがいは (Q)」は「うがいを (T )」と，「風邪予防に (Q)」は「風邪の 予防に

は (T )」と ( 1 )によって対応付けられる．「効果的だ (Q)」は ( 1 )および ( 2 )では対応付

けられないが，( 3 )によって対応付けられる．すなわち，「効果的だ (Q)」は Positive，「な

らない」は Negativeの評価極性を持つ述語であり，それぞれの係り元文節である「風邪予

防に (Q)」と「予防には (T )」は対応付けられているため，( 3b )によって対応付けられる．

3.3.2 局所構造アライメント

(1) Q ブラックバスa は生態系b を破壊するc

T1 ブラックバスa は有名な外来魚であり，生態系b を破壊するc

T2 ブラックバスa のように獰猛な魚類が生態系b を破壊するc

T3 ブラックバスa を駆除することが生態系b を破壊する2

文節アライメントによって，文間で類似・関連する文節間に対応付けを行ったが，文の意

味も考えると，類似文節であっても対応付けを行うべきではない場合がある．Changら4)

は，クエリ側で依存関係にある 2単語に対して，それが単語対応するテキスト側の 2単語

も依存関係にある場合のみ単語アライメントとして採用するという制約を含意関係認識に

適用した．しかしながら，T1a−T1cのように，依存構造を持たない場合には有効ではない．

T1 では，述語項構造解析によって「ブラックバス–ガ–破壊」という格関係が成り立つこと

が分かり，T1a − T1cは Q中の依存構造 Qa − Qcと対応付けられる．次に，T2 では，同

じように「魚類–ガ–破壊」という格関係が成り立ち，かつ「ブラックバス」が「魚類」の

例示関係にあることから，「ブラックバス」と「破壊」の間にもガ格に相当する関係が成り

立っていると考えられるため，T2a − T2c は Qa − Qc と対応付けられる．T1，T2 のよう

に，多くの場合は類似した文節に対応付けを行うことで，意味的な対応もとれている．し

かし，T3 では，「ブラックバス」と「破壊」の間に格関係は成り立たないため，T3a − T3c

は Qa−Qcと対応付けるべきではない．局所構造アライメントは，Qa−Qcと T1a− T1c，

および T2a − T2cをペアとして対応付け，Qa − Qcと T3a − T3cは対応付けないようなア

ライメントである．

このようなアライメントを実現するために，後述する開発データに対して，人手で局所構

造アライメントの正解を付与し，分析を行った．ここで，クエリは 3～5文節程度からなる

簡単な文であるため，クエリ側は依存構造上で直接修飾関係にある 2文節を対象とするだ

けで十分であると考えられる．したがって，検索対象文側で，局所構造対応する 2文節間に

はどのような構造があるのかを分析することが重要である．

その結果，依存構造や述語項構造だけでなく，T2 のように例示も考慮しなければならな

いような構造など，様々な種類があった．この問題を機械学習によって局所構造対応するか

どうかの二値分類問題とすることも考えられるが，様々な構造をまとめて扱ってしまうと，

正しく機械学習させることは難しい．また，前述のとおり，問題を分析するという観点で

も，すぐに機械学習に持ち込むことは得策とはいえない．そこで，以下の 4つの制約を実装

し，その組合せによって，段階的な制約緩和を実現する．

( 1 ) 検索対象文側で対応する 2文節が，依存構造上で直接修飾関係にある．

( 2 ) 2文節間に述語項関係が存在する．このとき，格関係の種類は問わない．これによっ

て，Qa − Qcと T1a − T1cを対応付けることができる．

( 3 ) 依存構造上で直接修飾関係になくても，いくつかの文節を介して修飾関係にある．し

かし，いくつ文節を介してもよいわけではなく，その上限は開発データを分析した結

果から，前後 4文節までとした．この制約を適用することで，たとえば図 5 のよう

に，T2 では 2つの文節を介して修飾関係にある場合に局所構造アライメントを付与

することができる．

( 4 ) 2文節のうち，一方が助詞の「は」で終わる文節である．そのような文節は，表層上
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図 5 一方がいくつかの文節を介して修飾関係にある制約
Fig. 5 Alignment restrictions based on dependency path length.

でそれに続く数文節に対して関係があると見なすためである．

3.3.3 文節アライメントの選択

前述の局所構造アライメントでは，クエリ中の各依存構造に対して，検索対象文中のどの

2文節間の構造と対応付けられるかを判断した．したがって，いずれの文節とも対応付けら

れなかった文節は，クエリ中の文節とは対応しないと判断できる．次に，局所構造アライメ

ントが付与された文節アライメントのうち，どの文節に着目することが関係分類にとって有

用であるかを判断する．

具体的には，まず，クエリ中の述語を中心とした依存構造に対応する構造を最も多く保持

している検索対象文中の述語を選択する．次に，その述語と局所構造対応する文節を選択

する．

図 6 に例を示す．この例では，クエリの「良い (Q)」に対応する文節は「悪いので (T )」

と「良い (T )」の 2つである．ここで，クエリ中の述語は，「マーガリンは (Q)」と「体に

(Q)」の 2 文節を係り元として持つ．この依存構造と同じ構造を局所構造アライメントに

よってより多く保持している述語は「悪いので (T )」であり，この例では 2文節とも対応し

ている．「良い (T )」は「体に (T )」の 1文節のみを保持しているだけであるため，選択さ

れない．最後に，「悪いので (T )」と局所構造対応する文節として，「マーガリンが (T )」と

「体に (T )」を選択する．結果として，“1”，“2”，“4”の 3つの文節アライメントが選択さ

れる．

述語の選択が難しい例として，検索対象文中にクエリと同意・対立の両論が記述されてい

る場合がある．この場合，上記の手法では，対応する述語を一意に決定できないため，文末

に近い述語が結論である可能性が高いと考え，文末に近い述語を選択する．

丸が文節アライメントを示し，それらをつなぐ線が局所構造アライメントを示す．

図 6 文節アライメントの選択
Fig. 6 Phrasal alignment selection.

3.4 関 係 分 類

以下の 2つの仮説に基づき，2文間の関係を分類する．

仮説 1 クエリと検索対象文との間の意味的関係があるとすれば，クエリ中のすべての文節

は，文節アライメントと局所構造アライメントによって検索対象文中のいずれかの文節

に対応付けることができる．

仮説 2 クエリと検索対象文との間に意味的関係があると判断された場合，具体的な関係

は，対応付けられた文節間の意味的関係によって決定できる．

この仮説に基づく関係分類を，以下の 2段階の分類によって実現する．

( 1 ) 〈関係あり〉と 〈その他〉の分類
文節アライメント選択により選択されたアライメント集合を用いて，クエリと検索対

象文の間に意味的関係があるかを分類する．仮説 1より，クエリに含まれるすべての

文節が，アライメント集合に含まれている文対を 〈関係あり〉，それ以外の文対を 〈そ
の他〉に分類する．

( 2 ) 〈同意〉と 〈対立〉の分類
1で 〈関係あり〉に分類された場合，仮説 2 に基づいて 〈同意〉または 〈対立〉に分類
する．2文間の意味的関係が 〈対立〉となるのは，述語が否定の関係にある場合（例：
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効果的だ（成立）–効果的でない（不成立）），評価極性が異なる場合（例：効果的だ

（Positive）–無駄だ（Negative）），反義語の関係にある場合（例：減少する–増加す

る）である．それ以外の場合は 〈同意〉に分類する．述語の否定関係は，拡張モダリ
ティの真偽判断によって判断する．評価極性の判定は前述の方法によって行う．反義

語であるかは，文節アライメントの判断に用いられた語彙知識の情報によって判断

する．

3.4.1 根拠関係の認識

検索対象文がクエリに対して 〈同意〉または 〈対立〉の意味的関係を持ち，かつその関係を
支持する根拠を含んでいる場合の意味的関係を，それぞれ 〈同意根拠〉，〈対立根拠〉と定義
する．

(2) Q キシリトールはa虫歯予防にb効果的だc．

T キシリトールはa 虫歯の原因となるミュータンス連鎖球菌の増殖を抑制する効果が

あるため，虫歯予防にb効果的だc．

(2) では，T において，「あるため (T )」と「効果的だ (T )」は根拠を示す談話標識「た

め」によって接続されている．そして，アライメントされている部分のみに着目すると，2

文間の関係は 〈同意〉であることから，2文間の関係は 〈同意根拠〉である．
根拠関係の認識手法を図 3 で説明する．まず，根拠を示す談話標識である「から，ので，

ため」が検索対象文中に含まれるかどうかを判断する．次に，談話標識を含む文節と，その

係り先の文節の情報を用いて，根拠と結論が存在し，かつその間に因果関係があるかどうか

を判断する．「侵入する ので–ならない (T )」がそれを示している．最後に，結論とクエリ

が対応するかどうかをアライメントを用いて判断する．ここでは，「効果的だ (Q)」が「な

らない (T )」と対応している．そして，関係分類によって，この 2文間の関係が 〈対立〉で
あることが分かっているので，Qと T の意味的関係は 〈対立根拠〉に分類される．

4. 評 価 実 験

評価実験では，現状の関係分類性能を確認する．特に，アライメントにおいて，どの程度

柔軟に対応付けることで，関係分類性能にどのような影響を与えるのかについて議論する．

4.1 実 験 設 定

実験では，5種類のクエリに対してウェブから獲得した 1,326文対を開発データとし，同

様に 20種類のクエリに対してウェブから獲得した 1,467文対を評価データとした．評価デー

タの一部を表 1 に示す．5種類のクエリと 20種類のクエリの間には，トピックレベルで重

表 1 評価データの一例
Table 1 Example evaluation data.

クエリ
関係 検索対象文

（クエリ単語）

リサイクルは環境に良い
（リサイクル，環境）

同意
かけがえのない地球の環境をより良くしていく為に、全社員が環境に優しい商品づくり、
リサイクル商品づくりとその技術開発に取り組んでいます

対立
また、ほぼ全てのリサイクルは環境によいわけではなく、「リサイクル＝環境に優しい」と
は限らない

温暖化によって海面が上昇する
（温暖化，海面）

同意 地球温暖化で進む海面上昇で、深刻な被害が出始めている

同意根拠
温暖化が原因で南極の氷が溶けて海面が上昇するなんてことも聞きますが、海面が上昇す
るのは、温暖化で温度が上がることで海の温度も上がって、水が膨張するのが主な原因です

ミネラルウォーターは水道水よ
り安全だ
（ミネラルウォーター，水道水）

同意
その当時から、外国に行くと水道の水は飲んではダメだと言われ、ホテルに泊まるとほと
んどの国でミネラルウォーターのペットボトルが飲料水用に置いてあります

対立
東南アジアでは、半透明なボトルで売られている安いミネラルウォーターがありますが、
これは薬品を混入させているらしく下痢を誘発する事もあります

納豆ダイエットは効果がある
（納豆，ダイエット）

同意
納豆のダイエット効果については、某番組の影響もあって、ウソだと思う人もいるかもし
れませんが、ダイエット効果のある栄養素が、納豆に含まれてることは間違いありません

血液型で性格が分かる
（血液型，性格）

同意
「私はＡ型人間です」とか「やっぱりＢ型の性格が出ているわね」などと、血液型によって
性格を判断することがよくあります

対立根拠
自分や周りの人間の性格をみて、血液型性格学の記述があたってる、と思うこと多々ある
かもしれませんが、これは心理学的トリックによるものです

なりはない．すべての文対に対して関係ラベルの付与を行った．付与基準は前述の仕様書に

基づく．作業者はシステムの開発に関わっていない 1名である．付与作業の一貫性を計るた

めに，20クエリのうち 10クエリについて別の作業者が付与した結果，その一致率は κ値

で 0.72であった．本実験では，1人目の作業者が付与した結果を用いる．

評価データの構築方法について説明する．まず，20種類の自然文クエリを用意する．ク

エリは，賛成・反対意見およびその根拠情報の俯瞰という言論マップ生成課題の目的，およ

びすべての意味的関係の文がある程度の数存在することで正当な評価を行うという目的の

ために，以下の基準を用いて，上記の作業者とは別の作業者が作成した．

• 単文である．
• クエリを疑問文と考えたとき，その回答は Yes/Noで行える．

• ウェブ上に，クエリと同意する文および対立する文が存在する．
• いずれの関係にも科学的根拠が記述された文が存在する，すなわち迷信のように科学的
根拠のないクエリは除外される．

• 同意，対立のいずれが真に正しいかは判明していなくてよい．
作成された 20種類のクエリそれぞれについて，クエリ中のいくつかの単語をクエリ単語
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として選択し，検索エンジン�1を用いて文書集合を獲得する．検索対象文が 3.2 節で述べ

た条件を満たすように，クエリ単語の選択基準と検索対象文の選択基準を以下のように定

める．

クエリ単語の選択基準

• 末尾の文節に含まれる形態素はすべて除く．
• 機能語はすべて除く．
• 同一文節中に名詞＋名詞（サ変接続）という形態素列がある場合，後者の名詞は
除く．

• 最終的に残った形態素の原形をクエリ単語とする．
検索対象文の選択基準

• クエリ単語をすべて含む．
• 20文字以上，150文字以内である．

• 疑問文ではない．
• 文末の形態素の品詞が，動詞，助動詞，または形容詞である．
• 単語の羅列といった文を除外するために，助詞を 3つ以上含む．

獲得された文書集合は TSUBAKIのランキングで並べられ，上位から順に文単位で，条

件を満たす 70文程度をそのクエリの評価データセットとする．文分割は TSUBAKIによっ

て行われる．

根拠関係認識について，評価データ 1,467文中で 〈同意〉の関係にある文が 532文，〈対立〉
の関係にある文が 238文存在する一方で，〈同意根拠〉または 〈対立根拠〉の関係にある文対
は 45文対であった．これは，ウェブ上には根拠情報を含む文が少ないことを示している．

こ れ ら の デ ー タ を 言 論 マップ コ ー パ ス と し て 公 開 し て い る ．詳 細 は

http://www.cl.ecei.tohoku.ac.jp/stmap/を参照されたい．

実験では，文節アライメントと局所構造アライメントにおいて，用いる制約を変化させる

ことで，関係分類結果がどのように変化するかを観察する．用いる制約の組合せを以下に定

義する．

• 文節アライメント
exact 3.3.1 項の ( 1 )で定義した，内容語が完全一致または部分一致する場合にのみ

対応付ける，最も強い制約．

�1 TSUBAKI（http://tsubaki.ixnlp.nii.ac.jp/）を用いた．

表 2 関係分類結果
Table 2 Results of semantic relation classification.

制約の組合せ 同意 対立
exact - dep 76.6% (72/94), 13.5% (72/532) 83.3% (10/12), 4.2% (10/238)

exact+dic - dep 76.5% (75/98), 14.1% (75/532) 73.3% (11/15), 4.6% (11/238)

exact+dic+estimation - dep 67.6% (165/244), 31.0% (165/532) 79.6% (43/54), 18.1% (43/238)

exact+dic+estimation - dep+pat 69.9% (318/455), 59.8% (318/532) 65.3% (62/95), 26.1% (62/238)

exact+dic+estimation - none 68.9% (410/595), 77.1% (410/532) 58.3% (81/139), 34.0% (81/238)

gold standard 84.3% (43/51), 86.0% (43/50) 90.9% (20/22), 62.5% (20/32)

それぞれ左側の値が精度，右側の値が再現率を示す．

exact+dic exact に加えて，3.3.1 項の ( 2 ) で定義した語彙知識に基づいて対応付

ける．

exact+dic+estimation exact+dicに加えて，3.3.1 項の ( 3 )で定義した文構造の

類似度に基づいて対応付ける，最も弱い制約．

• 局所構造アライメント
dep 3.3.2 項の ( 1 )で定義した，依存構造上で直接修飾関係にある場合にのみ対応付

ける，最も強い制約．

dep+pat depに加えて，3.3.2 項の ( 2 )～( 4 )で定義した対応付けも行う．

none 局所構造アライメントを適用しない，最も弱い制約．

さらにそれぞれのアライメントの制約を組み合わせて，“exact - dep”のように記述する．

4.2 実 験 結 果

関係分類の実験結果を表 2 に示す．まず，“exact - dep”は，最も厳密なアライメントを

行うものである．この設定では．クエリの各文節とほぼ同じ表現が検索対象文中に存在し，

その間の依存構造が一致するという強い制約を満たす局所構造のみ対応付けられるため，ク

エリとほぼ同じ内容，構造の文が検索対象文に含まれている場合のみ 〈関係あり〉に分類さ
れる．したがって，精度は高いものの，分類される文の数は少ない．そのため，言論マップ

生成課題に適用するのは難しい．

この制約から緩和していく方針は 2 つあり，文節アライメントの制約緩和と局所構造ア

ライメントの制約緩和である．まずは文節アライメントについて 2段階で制約を緩和して

いく．

1段階目で，語彙知識に基づくアライメントも行うことで，文節アライメントの制約を緩

和する．その結果を “exact+dic - dep”に示す．大規模な語彙知識を利用しているにもかか

わらず再現率の向上がわずかであるのは，検索対象文はクエリ中の名詞（事象を示す名詞
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を除く）をすべて含むという条件のためである．この条件のため，名詞のアライメントは，

ほぼ表層的な類似度によって付与され，語彙知識は必要とならない．一方，述語の対応付け

については語彙知識が有効であるが，この結果から十分にはカバーできていないことが分

かる．

2段階目で，文構造の類似度に基づく文節アライメントの動的推定を行うことで，文節ア

ライメントの制約を緩和する．その結果を “exact+dic+estimation - dep”に示す．動的推

定を適用しない “exact+dic - dep”と比較すると，再現率は 〈同意〉が 14.1%から 31%，〈対
立〉が 4.6%から 18.1%と大幅に向上していることから，このような推定手法が有効である

ことが示された．

次に局所構造アライメントの制約を 2段階で緩和していく．

1 段階目として，局所構造アライメントをより柔軟に対応付けた結果が “ex-

act+dic+estimation - dep+pat” である．局所構造アライメントの制約を弱めることに

より，“exact+dic+estimation - dep”と比較して再現率が大幅に向上し，特に 〈同意〉の再
現率は約 2倍に向上している．この結果から，依存構造の一致は制約としては強すぎである

ことが分かる．ここで，柔軟な対応付けを行うことで，誤った対応付けが増えることによる

関係認識精度の低下が懸念される．しかし，〈対立〉については精度低下がみられるものの，
〈同意〉に関しては若干ではあるが精度が向上している．

2 段階目は，最も緩和された制約として，局所構造アライメントを適用せず，単純に

文節アライメントのみを利用して関係分類を行うというものである．その結果を “ex-

act+dic+estimation - none” に示す．本制約では 3.3.3 項で述べた文節アライメント選

択手法は適用できないため，検索対象文中で最も文末に近い述語の文節アライメントを選

択する．“exact+dic+estimation - dep+pat”と比較すると，構造的な対応をとらないため

にすべての関係について精度が低下した．特に 〈対立〉の精度低下が大きい．このことから，
高精度に関係を分類するためには，局所構造の対応付けが重要であることが分かった．

しかしながら，自動的にアライメントを行った結果では分類性能はまだ不十分である．そ

こで，局所構造アライメントおよび，対応する文節間の意味的関係については人手で正解を

付与することで，関係分類における問題について考察する．しかし，すべての文対にアライ

メントの正解を付与するのはコストがかかるため，全体の 1割程度に対して正解を付与し

た．1割の事例は，関係ラベルの割合は維持されるよう，ランダムに選択した．正解のアラ

イメント情報を与えたときの関係分類結果を “gold standard”に示す．結果から，正解のア

ライメントを与えることで，〈同意〉，〈対立〉の双方の関係の大部分が正しく分類できている

表 3 根拠認識結果
Table 3 Results of evidence detection.

制約の組合せ 根拠
exact+dic+estimation - dep 37.5% ( 6/16) 13.3% ( 6/45)

exact+dic+estimation - dep+pat 41.7% (20/48) 44.4% (20/45)

exact+dic+estimation - none 38.3% (23/60) 52.1% (23/45)

それぞれ左側の値が精度，右側の値が再現率を示す．

ことが分かる．このことから，関係分類において中心的な役割を果たすのはアライメントで

あり，これが十分な精度で実現できれば，関係分類は少数のルールの記述で十分であるとい

える．ここでの誤分類事例が，関係分類における課題である．それについては次節で考察

する．

〈根拠〉の分類性能について，〈同意根拠〉と 〈対立根拠〉を区別せずに評価する．表 3 にお

いて，“exact+dic+estimation - dep”に比べて弱い制約で局所構造アライメントを付与す

る “exact+dic+estimation - dep+pat” では，再現率が大きく向上しており，精度も向上

している．これは，主に 〈同意〉または 〈対立〉の分類性能の向上が寄与している．
(3) Q マーガリンは体に良い

T マーガリンは生体には存在しえない油なので，体に悪い影響がある

根拠情報を含む文は，(3)に示すように，主語と述語の間に根拠情報が挿入され，主語と

述語の間に修飾関係が存在しない場合が多い．このような文対に対して，弱い制約の局所構

造アライメントが有効である．

4.3 考 察

まず，表 2 の “exact+dic+estimation - dep” と “exact+dic+estimation - dep+pat”

で，分類結果の異なる事例を分析したところ，“exact+dic+estimation - dep+pat”では正

しく分類された事例が 176事例であった．このうち，175事例は，〈その他〉と誤分類され
ていたものが，〈同意〉または 〈対立〉に正しく分類された．このことから，柔軟な局所構造
対応は，〈関係あり〉と 〈その他〉の分類において大変重要な役割を果たしていることが分か
る．“exact+dic+estimation - dep+pat”において正しく関係を分類できた事例の例を以下

に示す．

(4) Q ヨーグルトはa体にb良いc

T ヨーグルトをa 毎日欠かさず食べる習慣ができ、体調もb良くなりましたc

「ヨーグルトを (T )」と「良くなりました (T )」の間には直接の依存構造が存在しないた

め，“exact+dic+estimation - dep”では局所構造アライメントされない．その結果，「ヨー
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グルトは (Q)」と「ヨーグルトを (T )」の間の文節アライメントは，文節アライメントの選

択において取り除かれ，意味的関係は 〈その他〉と分類されていた．“exact+dic+estimation

- dep+pat”では，3.3.2 項の ( 3 )によって局所構造アライメントが行われることで 〈同意〉
に分類された．

一方で，“exact+dic+estimation - dep”では正しく認識できたが，“exact+dic+estimation

- dep+pat”では誤分類された事例は 31事例であった．これらは，〈その他〉の文対が，〈同
意〉または 〈対立〉に誤って分類されたものが 26事例であり，文節アライメントの動的推定

誤りが主な原因であった．以下にその一例を示す．

(5) Q 酢をa飲むとb身体がc柔らかくなるd

T スポーツの後や身体のc疲れたときにd酢とa 糖分を一緒に飲んだりb、食べたりす

ると、回復が早くなります

(5)において，「柔らかくなる (Q)」と「疲れた (T )」の文節アライメントは誤りである．こ

れは，評価極性が異なり (Positive - Negative)，かつ「身体が (Q)」と「身体の (T )」が，

それぞれ依存関係にあるため対応付けられた．文節アライメントの動的推定の付与基準を弱

める条件について，改善していく必要がある．

次に，表 2の “gold standard”について，同じ文対の “exact+dic+estimation - dep+pat”

との間で分類結果の異なる事例を分析した結果について述べる．このような事例は 57事例

であり，そのうち 45事例は “gold standard”では正しく分類されていた．この理由は大き

く 2つに分類できる．

( 1 ) 過剰にアライメントしてしまった結果，〈その他〉の事例を 〈関係あり〉に誤分類
( 2 ) アライメントすることができず，〈関係あり〉の事例を 〈その他〉に誤分類
局所構造アライメントの false positiveによってアライメントの選択を誤った事例や，〈関
係あり〉と正しく判定できたが，正解の文節に対してアライメントが付与できなかった事例
を含めると，45事例中 35事例がアライメントに起因するものであった．一方で，双方で選

択している文節アライメントは同一であり，対応する文節の意味的関係を正しく認識できな

かったことで，関係の分類を誤った事例も存在したが，2事例とわずかであった．以上のこ

とから，関係分類性能への影響はアライメントの性能が支配的であることが分かった．

57事例中 7事例は “gold standard”では誤って分類されたが，“exact+dic+estimation

- dep+pat”では正しく分類された．この理由も上記の 2つと同様だが，問題の性質は異な

る．まず．いずれの事例も，アライメントに基づく手法では解くことが困難な事例である．1

つめの理由で正しく分類された事例は，アライメントの正解を明示的に付与することが困難

な事例である．“exact+dic+estimation - dep+pat”は，誤った場所にアライメントを付与

し，それによって 〈同意〉または 〈対立〉と判断され，意図せず正しく分類された．2つめの

理由で正しく分類された事例は，アライメントの正解を付与することは可能だが，それとは

別の部分の表現によって 〈その他〉である事例である．“exact+dic+estimation - dep+pat”

は，アライメントすることができなかったために，意図せず正しく分類された．

残りの 5事例は，いずれの制約でも誤って分類された．

最後に，クエリごとの分類性能の違いについて考察する．本実験では，できるだけ多様な

クエリに対して評価実験を行い，かつ正解ラベル付与のコストを抑えるために，20種類の

クエリそれぞれに対して，70文程度の検索対象文を評価データとした．そのため，〈同意〉
や 〈対立〉の文が極端に少ない場合もあり，特に 〈対立〉の文は存在しない場合もあった．し
たがって，定量的に比較することは難しいため，定性的な考察を行う．〈対立〉について，そ
の判断が述語の評価極性によって可能な「納豆ダイエットは効果がある」「にがりは健康に

良い」といったクエリは精度・再現率ともに高い傾向にあった．逆に，「温暖化によって海

面が上昇する」といった，述語が反義語の関係にあることによって関係が決定できる場合が

多いクエリについては，分類性能は限定的であった．〈同意〉についても 〈対立〉と同じ傾向
は見られたが，顕著ではなかったことから，語彙知識における同義・類義関係よりも，反義

語の関係が不足していることが分かった．

4.4 関係分類における課題

関係認識の課題において，次にどのような問題に取り組むべきかを調査するため，正解の

アライメント情報を利用した関係分類の誤り分析を行った．この分析の結果，誤分類の多く

は事実性や情報の発信源に関連するものであった．

(6) Q お酢を飲むと体が柔らかくなる．

T お酢を飲むと体が柔らかくなるというのは誤解である．

この例では，Qは T に完全に対応するため，システムはこの文対を 〈同意〉に誤分類した．
しかし，T の従属節内の言明のモダリティは，T の「誤解」という非叙実述語によって否定

されている．このようなモダリティは，我々の拡張モダリティ解析37) によって解析される

が，その性能は限定的である．今後の課題としては，モダリティに関連する関係分類の問題

に取り組んでゆく必要がある．

5. お わ り に

オープンドメインな任意のクエリに対して，それに関連するウェブ上の様々な意見を同
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意，対立，根拠の関係に基づいて整理し，俯瞰する言論マップ生成システムを開発した．こ

のようなシステムは我々の知る限り，世界的に見ても前例がない．

本論文では，言論マップ生成課題において，最も重要な要素技術である文間関係認識の技

術的課題に焦点を当て，制約を段階的に緩和するモデルの開発と問題の分析について報告

した．実験では，構築したモデルを 1,467文対からなる評価データに適用した．その結果，

段階的に制約を緩めていくことで関係分類の精度と再現率をコントロールできることが分

かった．しかし，現時点ではアライメントそのものの性能が十分ではない．そこで，アライ

メントまでの段階については正解データを与えたところ，シンプルな関係分類であっても大

多数の問題は正しく分類できることが分かった．したがって，文間関係認識において最も重

要な課題がアライメントであることが改めて明らかになった．

今後の課題として，まず第 1に，現時点ではアライメントの性能が不十分であるため，制

約の一部に機械学習を用いることで関係分類性能の改善を行う．第 2 に，言論マップ生成

における意味的関係の粒度について，多くの賛成，反対意見を分類できるようになってきた

ため，それぞれの中でさらに情報発信者を特定したりして，より高次の組織化を行う．第 3

に，構築した文間関係認識モデルを用いた言論マップ生成システムに対して，大規模なユー

ザ評価を行うことがあげられる．予備的なユーザ評価では，既存のウェブ検索エンジンより

良い評価が得られたが33)，より多くの設問を設定し，詳しく分析をしていく必要がある．
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